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１．

はじめに

　国際的相互依存関係が深まる中で，多数国間の経済諸関係をあつかう世界経

済マクロモデノレの作成がさかんに行われるようにな った。それらは，大きく
　　　　　　　　　　　１）
分げて２つに区分される。Ｑ予測を目的とする大型モテ ノレ　◎先進国問の国際

的協調政策を分析の中心とする小型モデ ノレ　○はもちろん諸経済政策の国際的

波及効果の分析もとりあつかうが，世界経済予測を本来的目的としているため

に各国別の精綴なモデ ノレ構築が必要となり ，大型モデルとならざるをえなか っ

たのである 。

　一方◎は，諸経済政策の国際的波及効果を分析し国際協調のあり方を研究す

ることを主要な課題とし，そのための世界経済モテノレ構築を重視する。その際，

大型モデノレでは必らずしも明確にならたい経済政策の国際的波及メカニ ズム を
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　２）
重視した小型のモデルを構築するのである 。

　ところで，◎の前提には，先進国問の国際協調さえうまくいげば世界経済
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　３）
の安定と活性化は可能であるという考え方がある。しかし，途上国が多額の累

積債務をかかえ経済発展が停滞し途上国の民生が不安定た状況では，例え先進

国問の国際協調がうまくいったとしても南北問格差の増大は南北間題を激化さ

せることになるし，途上国の間題の処理しだいでは世界経済の不安定化を助長

する危険性がある 。

　したが って，先進国問の諸問題を考える場合も，途上国の経済開発を推進し

南北間題を解決する方向で世界経済の安定と活性化を実現するという視点がき

わめて重要である。このような視点からの分析は，◎の大型モデノレの応用とい

　　　　　　　　　　　　　　　　（３９６）
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う形で展開されてきた 。

　しかし，途上国の経済開発を視野にいれた世界経済の安定と活性化を実現す

る諸経済政策とその効果を明らかにするためには，その波及メカニスムを重視

したモデ ノレ構築が重要とな ってくる。その意味では，　南北問の国際協調を分

析する小型モデルの構築が重要であろう 。

　本論文は，以上のような問題意識を前提に，＠を構築する場合の考慮すべき

課題を，諾文献のサーベイを通して明確にすることを目的としている。以下 ，

２． で諸文献をサーベイし，３．で考慮すべき課題を明らかにする 。

２．

　サ　　ー　ベ　イ

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　４）
　途上国を視野にいれた世界経済マクロモデルに関する諸文献を，（ｉ）分析目的

とマクロモテルの全体構造の特徴　（１１）国際協調政策の具体的内容とその経済的

効果　（血）個別方程式 レベルの特徴　を中心にサーベイし，諸文献の積極的側面

と問題点を指摘する 。

　（１）＆Ｍｍｄｕｃｈ　ａｎｄ　Ｃ．Ｂ．Ｗｅ五ｎ止ｅｒｇ〔１６〕

　Ｇ．Ｍｍｄｕｃｈ　ａｎｄ　Ｃ．Ｂ．Ｗｅｉｎｂｅｒｇ〔１６〕は，Ｏ 　Ｅ 　Ｃ　Ｄ諸国のＧＮＰ１劣相

当分をＬＤＣｓ 諸国にトラソスファーするという経済政策は，確かにＬＤＣｓ 諸

国には有用であるがＯ　Ｅ　Ｃ　Ｄ諸国には不利に働らき，したがって世界経済活性

化という視点からは必らずしも好ましくたいかもしれたいという問題意識から

出発する 。

　そしてまず，（ｉ）Ｏ　Ｅ　ＣＤ諸国の増税によっ てＬＤＣｓへのトラソスファー分

をファイナソスするケース，（ｉｉ）Ｏ　Ｅ　Ｃ　Ｄの政府支出削減によっ てファイナソス

しトラソスファーするケース　（血）Ｏ　Ｅ　Ｃ　Ｄ諸国が政府支出を増大させてＯ　Ｅ　Ｃ

Ｄ諾国の経済成長を高めそれをテ コにＬＤＣｓ 諸国の経済成長を高めるケース

　の３つのケースについて従来の「トラソスファー間題」の分析方法を採用し

　　　　　　　　　　　　　　　　（３９７）
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て理論的に考察し，続いてＰｒｏｊｅｃｔ－ＬＩＮＫモデ ノレを用いて前記（ｉ）（ｉｉ）のケース

についてシミュレーショソ分析を行い，トラソスファーのファイナソスのあり

方を論じている 。

　今，自国の財市場均衡を考える 。

　　　　ｙ＝Ａ＋Ｇ＋Ｂ　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（１）

　ただし，ｙ： 財・ サービス総支出

　　　　　Ａ： 消費 ・投資への国内支出（国内アブソープショソ）

　　　　　Ｇ： 政府支出（外生）

　　　　　Ｂ： 国内貿易収支

　Ａは消費と投資の和であるから，次のようにかける 。

　　　　Ａ＝（１－ｓ）ｙ＋１　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（２）

　ただし，８： 限界貯蓄率，ヱ： 投資

　一方，〃（〃
＊）

：自国（外国）の輸入，刎（刎＊） ：自国（外国）の輸入性向 ，

刀（Ｄ＊） ：自国（外国）のａｕｔｏｎｏｍｏｕｓ　ｉｍｐｏｒｔｓ とおくなら ，

　　　　〃＝刀十〃　〃＊＝Ｄ＊十舳＊ ｙ＊ 　　　　　　　　（３）
と輸入関数を特定化できる。したが って（１），

（２），

（３）を考慮すると自国の財市場

均衡式は次式で表わすことができる 。

　　　　ｒ＝〔（１－ｓ）ｙ＋１〕十Ｇ＋〔（１）＊ 十刎＊ｙ＊）一（刀十刎ｙ）〕　　　　　　　（４）

外国の財市場均衡式も同様に考えて次式をえる
。

　　　ｙ＊＝〔（１一・＊）ｙ＊十１＊〕十Ｇ＊十〔（Ｄナ〃）一（Ｄ＊十舳＊ｙ＊）〕　　（５）

　世界の貿易均衡はＢ＊＝一Ｂであるから，結局次式のみを考慮すれぱよい 。

　　　Ｂ＝（Ｄ＊十刎＊ｙ＊）一（Ｄ＋舳ｙ）　　　　　　　　　　（６）
　（４）， （５），

（６）式をもとに，前述の３つのケースについて比較静学を行うと，表

１のように結果をまとめることができ，これらの理論的分析からＯ　Ｅ　Ｃ　Ｄ諸国

の政府支出拡大等がもっとも有効な政策であると結論づげる 。

　その上にたってＧ．Ｍｕｎｄｕｃｈ　ａｎｄ　Ｃ．Ｂ．Ｗｅｉｎｂｅｒｇ〔１６〕は，（ｉ）と（ｉｉ）のケ

ースについてＰｒｏｌｅｃｔ－Ｌｍｋモテノレを用いて １ンミュレー！ヨソ分析を行い，表

２のような結果をえた 。

　　　　　　　　　　　　　　　　　（３９８）
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　　　　　　　　　表１

（ｉ）のケース

（ｉｉ）のケース

鱒のケース

〃／６Ｘ

一ｓホ／Ｋ

１－ｓホ／Ｋ

（ゴ十 〃戸／Ｋ

〃ホ／♂ｘ

ｓ／Ｋ

ｓ／Ｋ

刎／Ｋ

朋／肌

（榊さｓ＋閉ゴ）／Ｋ

（がＳ＋閉Ｓホ）／Ｋ

　ｓ切／Ｋ

８１

但し，Ｘは各経済政策変数

　この実証分析から，¢Ｌ　Ｄ　Ｃｓへの効果は，（ｉ），（ｉｉ）とも大差はないが，◎Ｏ

Ｅ　Ｃ　Ｄへの効果では，（ｉｉ）がベターであるという結論をえ，世界経済活性化のた

めには・Ｏ　Ｅ　Ｃ　Ｄの政府支出増大策か増税によるトラソスファーが望ましいと

論じている 。

　以上の分析の積極的側面として次の３点があげられる
。

　¢　途上国への経済援助（トラソスファー）が，先進国の経済停滞を招くもの

であってはならず，経済援助があくまでも世界経済の安定化と活性化に役立つ

必要があるという間題意識を提起したこと
。

　◎　途上国への経済援助（トラソスファー）のみが途上国の経済開発政策の唯

一の道ではなく ，先進国の経済成長を高めることも有用であると指摘し，先進

国の対途上国経済開発政策のあり方の再検討を提起したこと
。

　　　 トラソスファーの場合も，その資金調達次第では経済効果が違うと論じ

たこと 。

　しかし同時に，従来の「トラソスファー」間題を分析する枠組みからくるい

くつかの間題点を指摘せざるをえない
。

　第１は，トランスファー が， 途上国の経済構造にどのように働らくかが明確

にたっていない点である。トラソスファーは特に，国内固定資本形成に大きな

役割を果たすと考えられるが，その側面が無視されている 。

　第２に，先進国 ・途上国とも経済構造に制約要因をもっ ており ，国際協調政

策を考える場合，無視できない点であるが，その側面が十分意識されていない

こと
。

　この第２の間題に関しては，Ａ　Ｐ　Ｃａｒｔｅｒａｎｄ　Ｐ　Ａ　Ｐｅｔｒ１ 〔４〕 ，Ｇ　Ｆｅｄｅｒ

　　　　　　　　　　　　　　　　（３９９）
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表

Ｐｏｓｔ１ｉｎｋａｇｅ　Ｔｒａｎｓｅｒ　Ｅｘｐｅｒｉｍｅｎｔｓ： Ｐｅｒｃｅｎｔ

１９７８

ＧＤＰ＄７０ｏ

Ｉ １

Ａｕｓｔｒ１ａ．　　　一〇．２　　　０．５

Ａｕｓｔｒｉａ　　　　　０．５　　　０．５

Ｂｅ１ｇｉｕｍ　　　－０．３　　　０．９

Ｃａｎａｄａ　　　　　－０．９　　　　０ ．２

Ｆｉｎ１ａｎｄ　　　　　　０．０　　　０．８

Ｆｒａｎｃｅ　　　　　－０．３　　　　０．４

Ｇｅｒｍａｎｙ　　　－Ｏ．０　　　０．８

Ｉｔａ１ｙ　　　　　　　　　　　０．４　　　　　１ ．４

Ｊａｐａｎ　　　　　　　　１．４　　　　２．０

Ｎｅｔｈ．プ　　　　　１．４　　　１ ．４

Ｓｗｅｄｅｎ　　　　－１．３　　－０．５

Ｕ． Ｋ．　　　　　０．２　　　０．８

Ｕ． Ｓ．　　　　一０．６　　　０．２

Ａｆｒｉｃａ　　　　　１０，４　　１０．４

Ａｓｉａ　　　　　　　１．８　　　１ ．８

Ｌ． Ａ．　　　　　　５．２　　　５．２
１Ｍｌ． Ｅ．　　　　　　０．０　　　０．０

０ＥＣＤ　　　　　－Ｏ．１　　　０．６

ＬＤＣ　　　　　　　３．９　　　３ ．９

ＰＧＤＰ卯

Ｉ

一〇．１

－０．１

－０ ．３

　０．１

　０．４

－Ｏ．１

　０．２

－０．１

－０ ．１

－１ ．０

　０．７

　０．１

－０．１

　０．０

　　０．０

　　０．０

　　０．０

　　０．１

　　Ｏ．０

皿

　０．２

　０．２

－０．０

　０．３

－０．４

－０．１

　０．７

－０．１

　０．１

－０．２

　０．４

　０．２

　０．０

　０．０

　０．０

　０．０

　　０．０

　　０．２

　　０．０

Ｅｘｐｏｒｔｓ（船）ａ

Ｉ

６． ２
３． ７
２． ７
１． ４
２． ６
６． ２
５． ０
４， ２

１３ ．５

２． ８
５． １
５． １
９． ２

５． ３
５． ５
５． ４
０． ０

６． ３
２． ９

１Ｉ

６． ２
４． ６
３． ４
２． ０
３． ９
６． ８
５． ５
４， ６

１４．２

３． ４
５． ６
５． ６
９． ６

５． ８
６． ２
５． ９
０． ２

６． ８
２． ９

Ｉｍｐｏｒｔｓ（船）８

Ｉ

　０．０

　０．８

－３ ．９

－０．６

　０．０

　１ ．６

　０．５

　０．８

　２．０

　０．４

　１ ．３

　０．２

－０．５

　５，４

２２，９

３８．７

　０．０

　　０，２

１８．４

Ｉ

　１ ．６

　０．８

　２．１

－０．２

　０．０

　２．２

　１ ．７

　１ ．６

　２．０

　２．１

　０．９

－０．３

　０，０

５４，４

２３，３

３８．９

　０．３

　　１ ，０

１８．９

１９８０

Ａｕｓｔｒａ１．　　　　０．０　　　０．４

Ａｕｓｔｒｉａ　　　　　０．９　　　１ ．４

Ｂｅ１ｇ１ｕｍ　　　－Ｏ．６　　　０．６

Ｃａｎａｄａ　　　　　－０．９　　－０．２

Ｆｉｎ１ａｎｄ　　　　　Ｏ．０　　　０．７

Ｆｒａｎｃｅ　　　　　－０．３　　　　０．４

Ｇｅｒｍａｎｙ　　　－１．３　　　１ ．８

Ｉｔａ１ｙ　　　　　　　　　－０．１　　　　　１ ．１

Ｊａｐａｎ　　　　　　　　１．２　　　　１ ．４

Ｎｅｔｈ．ア　　　　　１．５　　　２．２

Ｓｗｅｄｅｎ　　　　－１．Ｏ　　－０．５

Ｕ． Ｋ．　　　　一０．３　　　２．１

Ｕ． Ｓ．　　　　一０．６　　－０．１

Ａｆｒｉｃａ　　　　　１２，３　　１２．３

Ａｓｉａ　　　　　　　２．９　　　２．９

Ｌ． Ａ．　　　　　　７．０　　　７．０

Ｍ． Ｅ．　　　　０．０　　０
．０

０ＥＣＤ　　　　　－０．４　　　０．５

ＬＤＣ　　　　　　　５．２　　　５．２

一〇．２

　０．３

－０．２

　０．０

　０．３

－０．１

－０．４

－０．１

　０．１

－１ ．２

　１ ．０

　０．２

－０．１

　０．０

　０．０

　０．０

　０．０

　０．０

　０．Ｏ

　０．２

　０．４

　０．１

　０．５

－０．６

　０．１

　１ ．５

－０．２

　０．４

－０．６

　０．６

　０．９

－０．１

　０．０

　０．０

　０．０

　０．０

　０．５

　０．０

５．
５

３． １
２． ３
１．
１

２． ０
５． ３
４． ５
３， ４
１１ ．１

２． １
３． ９
４． ６
７． ６

４． ８
５． ０
５． ０
０． １

５． ４
２． ５

６． ０
４． ７
４． ０
１．
５

３． ０
６． ９
５． ３
４， ７
１１ ．９

３． ８
５． ２
５． ５
８． ４

５． ２
５． ６
５． ７
０． ４

６． ４
２． ９

　０．０

　１ ．１

　０．６

－１ ．０

　０．０

　１ ．３

－０．８

　０．４

　２．３

　０ ．９

　１ ．６

－１ ．３

－０，６

５１ ，３

２１ ，２

４４．６

　０．１

　０，２

１６ ．２

　１ ．１

　２．３

　２．２

－Ｏ．３

　０．９

　２．４

　３．７

　１ ．２

　１ ．９

　２．７

　１ ．３

－２．５

－０，３

５２，０

２１ ，７

４５．２

　０．５

　１ ，２

１６ ．６

６Ｍｅａｓｕｒｅｄ　ａｓ　ｄｅｖｉａｔｉｏｎｓ　ｆｒｏｍ　ｔｈｅ　ｃｏｎｔｒｏ１ｓｏ１ｕｔｉｏｎ　ａｓ１ｅｖｅｌｓ　ｏｒ　ｐｅｒｃｅｎｔａｇｅ　ｏｆ　ｃｏｎｔｒｏ１ｓｏｌｕｔｉｏｎ

６Ｇｒｏｓｓ　ｄｏｍｅｓｔｉｃ　ｐｒｏｄｕｃｓ　ｉｎ１９７０Ｕ ．Ｓ ．＄

ｃＩｍｐ１ｉｃｉｔ　ｄｅｉａｔｏｒ　ｏｆ　ＧＤＰ唯７０．１９７０＝１ ．０

ｄＣｕｒｒｅｎｔ　ｅｘｐｏｒｔｓ　ｏｆ 　ｇｏｏｄｓ　ｉｎ　Ｕ ．Ｓ ．＄

３Ｃｕｒｒｅｎｔ１ｍｐｏｒｔｓｏｆｇｏｏｄｓｍＵＳ蝸

（４００）
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Ｄｅｖｉａｔｉｏｎｓ　Ｏｆｒｏｍ　Ｃｏｎｔｒｏ１．１９７８＿１９８１
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ｓｅｓ　ｓｌｉｇｈｔｌｙ　ａｓ　ａ　ｒｅｓｕ１ｔ　ｏｆ　ｄｅｃｒｅａｓｅ　ｉｎ　ｇｏｖｅｍｍｅｎｔ　ｅｘｐｅｎｄｉｔｕｒｅ ．　Ｔｈｉｓ

ｗａｓ　ｅｎｃｏｕｎｔｅｒｅｄ　ｂｙ　ｏｔｈｅｒ　ｒｅｓｅａｒｃｈｅｒｓ（Ｈｉｃｋｍａｎ１９７４） ．Ｔｈｅ　ｓｐｅｃｉ丘ｃａｔｉｏｎ

ａｎｄ　ｅｓｔｉｍａｔｅｄ　ｃｏｅ舶ｃｉｅｎｔｓ　ｆｏｒ　ｔｈｉｓ　ｍｏｄｅ１ｍａｙ　ｂｅ　ｆｏｕｎｄｉｎ　Ｗａｅｌｂｒｏｅｃｋ
（１９７６）

（４０１）
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ａｎｄ　Ｌ． Ｖ． Ｕｙ〔６〕等が議論を展開している 。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　５）
　Ａ．Ｐ．Ｃａｒｔｅｒ　ａｎｄ　Ｐ．Ａ．Ｐｅｔｒｉ〔４〕は，国連世界モデルを応用して，先進国

には労働供給の制約，途上国については，その発展段階に応じて貯蓄制約及び

外貨制約を経済構造の重要な要因として世界モデ ノレを修正した。そして ，（ｉ）先

進国から途上国へのトラソスファー政策と ，（ｉｉ）労働生産性の上昇によっ て経済

成長率を高める先進国の成長刺激策のどちらが途上国を含めた世界経済の活性

化にとっ てｂｅｔｔｅｒかという間題を論じた。ただこの文献では，制約要因が全

体の経済構造の中でどのように位置づげられているかという点で具体的た記述

がたいので，ここで詳しく議論することはできたい 。

　一方，Ｇ　Ｆｅｄｅｒ　ａｎｄ　Ｌ　Ｖ　Ｕｙ〔６〕は，その焦点が途上国の累積債務間題
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　６）
にあるため，モデノレの枠組みは途上国のみである。しかし，制約要因のモデル

導入が明確であるために，この文献を次にとりあげることにしたい 。

　（２）　Ｇ，Ｆｅｄｅｒ　ａｎｄ　Ｌ　Ｖ．Ｕｙ〔６〕

　Ｇ．Ｆｅｄｅｒ　ａｎｄ　Ｌ． Ｖ． Ｕｙ〔６〕は，国際収支制約条件を明示的に導入した途

上国モデルを構築し，途上国の経済開発の目標として経済成長率と輸出成長率

のどちらを選択したほうが累積債務間題を顕在化させないで経済開発を促進で

きるかを議論している。彼らの基本モデノレは以下のとおりである 。

　財市場均衡式

　　　Ｑ＋〃一Ｘ＝Ｃ＋１　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（１）

　国際収支制約式

　　　〃一Ｘ＋左＝后十１．Ｒ一沼　　　　　　　　　　　（２）

　生産関数

・一・・（会 ・借）

原材料輸入

　　〃閉＝刎”Ｑ

外貨準備

（３）

（４）

（４０２）
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　　　　Ｒ＝プ〃

消費財輸入

　　　　〃
。＝刎

、Ｃ

成長計画
　　　　ｄ－９Ｑ

Ｅｍｃｉｅｎｃｙ　Ｃｏｎｓｔｒａｉｎｔｓ

　　　　〃６＝ぴ〃后

総輸入

　　　　〃＝〃、十肌十〃吻

総投資財

　　　　１＝１６＋〃后

輸出関数

　　　　Ｘ（１）＝ Ｘ。〆

ただし，変数及びパラメータは次のとおりである 。

８５

（５）

（６）

（７）

（８）

（９）

¢◎

（功

変　　　数

ノくラメータ

　Ｑ＝ｇｒｏｓｓ　ｄｏｍｅｓｔ１ｃ　ｐｒｏｄｕｃｔ（ＧＤＰ）
，

　０＝ａｇｇｒｅｇａｔｅ　ｃｏｎｓｕｍｐｔ１ｏｎ
，

　　１＝９ｒｏｓｓ　ｄｏｍｅｓｔ１ｃ　ｍｖｅｓｔｍｅｎｔ
，

１ｄ＝ｄｏｍｅｓｔ１ｃ　ｐｒｏｄｕｃｔ１ｏｎ　ｏｆ　ｃａｐ１ｔａ１ｇｏｏｄｓ

〃后＝１ｍｐｏｒｔｓ　ｏｆ　ｃａｐ１ｔａ１ｇｏｏｄｓ
，

〃ｃ：ｉｍｐｏｒｔｓ　ｏｆ　ｃｏｎｓｕｍｐｔｉｏｎ　ｇｏｏｄｓ；

〃一ｍ＝ｉｍｐｏｒｔｓ　ｏｆ　ｒａｗ　ｍａｔｅｒｉａ１ｓ；

〃＝ｔｏｔａ１ｉｍｐｏｒｔｓ　ｏｆ　ｇｏｏｄｓ　ａｎｄ　ｎｏｎｆａｃｔｏｒ　ｓｅｒｖｉｃｅｓ；

　Ｘ＝ｅｘｐｏｒｔｓ　ｏｆ　ｇｏｏｄｓ　ａｎｄ　ｎｏｎｆａｃｔｏｒ　ｓｅｒｖｉｃｅｓ；

　Ｂ＝ｔｏｔａ１ｏｕｔｓｔａｎｄｉｎｇ　ｄｅｂｔｓ；

　Ａ＝１ｏａｎ　ａｍｏｒｔ１ｚａｔ１ｏｎ　ｐａｙｍｅｎｔｓ
，

　Ｒ＝ｉｎｔｅｒｎａｔｉｏｎａｌ　ｒｅｓｅｒｖｅｓ
．

　ぴ＝ ｍｃｒｅｍｅｎｔａ１（１ｏｃａ１）ｃａｐ１ｔａ１／ｏｕｔｐｕｔ　ｒａｔ１ｏ
，

　々＝ｉｎｃｒｅｍｅｎｔａ１（ｆｏｒｅｉｇｎ）ｃａｐｉｔａ１／ｏｕｔｐｕｔ　ｒａｔｉｏ；

　　ヅ＝ｒｅｓｅｒｖｅｓ／ｉｍｐｏｒｔｓ　ｒａｔｉｏ；

　　乞＝ｒａｔｅ　ｏｆ　ｉｎｔｅｒｅｓｔ　ｏｎ　ｅｘｔｅｒｎａ１ｄｅｂｔ；

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（４０３）
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２０＝ｒａｔｅ　ｏｆ １ｎｔｅｒｅｓｔ　ｏｎ　ｒｅｓｅｒｖｅ　ｈｏ１ｄ１ｎｇｓ

ｇ＝ｄｅｓ１ｒｅｄ　ｒａｔｅ　ｏｆ　ｇｒｏｗｔｈ　ｏｆ　ＧＤＰ
，

　£＝ｒａｔｅ　ｏｆ　ｇｒｏｗｔｈ　ｏｆ　ｅｘｐｏｒｔｓ；

刎凧＝ｒａｗ　ｍａｔｅｒ１ａ１ｒｅｑｕ１ｒｅｍｅｎｔ　ｐｅｒ　ｕｍｔ　ｏｆ　ＧＤＰ
，

舳。＝ｐｒｏｐｏｒｔｉｏｎ　ｏｆ　ｉｍｐｏｒｔｓ　ｏｆ　ｃｏｎｓｕｍｐｔｉｏｎ　ｔｏ　ｇｏｏｄｓ　ｒｅ１ａｔｉｖｅ　ｔｏ

　　ｔｏｔａ１ｃｏｎｓｕｍｐｔ１ｏｎ
，

ｏ＝ｒａｔｅ　ｏｆ　ｄｅｂｔ　ａｍｏｒｔ１ｚａｔ１ｏｎ
，

　〃＝ｅｘｐｏｒｔ　ｖｕ１ｎｅｒａｂ１１１ｔｙ　ｒａｔ１ｏ
，

Ｑｏ＝ＧＤＰ　ａｔ　ｙｅａｒ　ｚｅｒｏ；

Ｂｏ＝ｄｅｂｔ　ａｔ　ｙｅａｒ　ｚｅｒ０；

Ｘｏ＝ｅｘｐｏｒｔｓ　ａｔ　ｙｅａｒ　ｚｅｒｏ
．

　このモデルではまず，経済成長率バラメータ（９）が与えられると生産が決

まり（（１）式），その生産に必要た国内資本財と輸入資本財及ひ原材料輸入が決ま

り（（３） ・（８） ・（４）式），総投資財が決定される（００式）。

　一方，輸出成長率バラメータ（£）が与えられると輸出が決まり（帥式） ，（１） ，

（４）， （６），（９）式より消費が決まる。さらに ，（５），（９）で外貨準備が決まり ，債務増

が最終的に決定される（（２）式）。

　以上がこのモデノレの因果関係であるが，各バラメータの値を与えて，シミュ

レーショソを行った主な結果は次のとおりである 。（表３ ，表４参照）

表３

Ｐａｒａｍｅｔｅｒ Ｖａ１ｕｅ Ｃｏｍｍｅｎｔ

ぴ
３． ０２０ ｉｘｅｄ

戸 １． ６１０ 五ｘｅｄ

榊伽
０． ０９６２ 丘ｘｅｄ

刎６
０． １５３３ 丘ｘｅｄ

｛
０． ０６２ ｉｘｅｄ

｛０ ０． ０３４ 丘ｘｅｄ

ｏ
０． ０９７５ 丘ｘｅｄ

Ｂｏ／Ｑ
ｏ

Ｏ． ３０７６ 丘ｘｅｄ

ｘ；ｏ／Ｑ
ｏ

０． ２３００ ａｘｅｄ

プ
０． ２５ ＶａｒｉｅＳ

£
ＶａｒｉｅＳ

９
ＶａｒｉｅＳ

ツ
０． ６６４４ ＶａｒｉｅＳ

（４０４）



９

Ｏ． ０２７５

０， ０３

０． ０３２５

０． ０２７５

０， ０３

０． ０３５

０， ０４

０． ０２７５

０， ０３

０， ０４

０． ０２７５

０． ０４００

０． ０５００

０． ０４００

０． ０５００

０． ０５００
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　　　　　　　　　表４

０． ０４５

０． ０４５

０． ０４５

０， ０５

０， ０５

０， ０５

０， ０５

０． ０５５

０． ０５５

０． ０５５

０． ０６０

０． ０６０

０． ０６５

０． ０７００

０． ０７００

０． ０８００

Ｄｅｂｔ　ｓｅｒｖｉｃｅ　　　Ｄｅｂｔ／ＧＤＰ　　　Ｅｘｐｏｒｔ／ＧＤＰ

ｒａｔｉｏ　ａｔ　ま＝１５　　　ｒａｔｉｏ　ａｔ　ｆ＝１５　　　　ｒａｔｉｏ　ａｔ　オ＝１５

・（Ｏ．２１３３）ｏ 　　（０．３０７６）　　（０ ．２３０１）

０． ４４３２

０． ５３２４

０． ６２４１

０． ３００６

０． ３８３４

０． ５５６１

０． ７３８７

０． １７１１

０． ２４７９

０． ５７７６

０． ０５３７

０． ４３０８

０． ２９７２

０． １７５８

０． ４７０６

０． ２１９３

０． ８３１１

０． ９６１７

１． ０８５９

０． ６０７６

０． ７４６５

１． ００４４

１． ２３７９

０． ３７２９

０． ５２０４

１． ０４３３

０． １２６２

０． ８３８８

０１ ６２３８

０． ３９７７

０． ９１６２

０． ４９６１

０． ２９９１

０． ２８８１

０． ２７７５

０． ３２２４

０． ３１０５

０． ２８８１

０． ２６７３

０． ３４７５

０． ３３４７

０． ２８８１

０． ３７４６

０． ３１０５

０． ３３４７

０． ３６０８

０． ３１０５

０． ３６０８

８７

０Ｆｉｇｕｒｅｓ　ｉｎ　ｐａｒｅｎｔｈｅｓｅｓ】＝ｅｐｒｅｓｅｎｔ　ｉｎｉｔｉａ１ｖａ１ｕｅｓ（ｆ；０）

　これらの分析から，¢途上国は経済成長率を高めれぱ高めるほど累積債務問

題を深刻化させる経済構造をもっ ていること　◎輸出成長率の増大は累積債務

問題の本質的解決につながること　の２点を結論として導いている。この結論

の政策的含意は，途上国が経済開発政策を展開する場合，輸出成長率を主要な

目標とすべきであ って，経済成長率を自己目的化すべきではないということで

ある 。

　Ｇ．Ｆｅｄｅｒ　ａｎｄ　Ｌ．Ｖ．Ｕｙ〔６〕の議論は，途上国のみを対象としてとりあげ

ているという限界はあるが，以上みてきたように，¢途上国の経済開発の目標

を経済成長率それ自体におくことの問題点を指摘したこと　◎累積債務という

途上国がかかえている制約条件を考慮しながら経済開発を促進するためにはど

のような政策目標をもつべきかという点を明らかにした　という点で積極的に

評価できるであろう 。

　　　　　　　　　　　　　　　　　（４０５）
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　しかし，途上国が経済開発の目標を輸出成長率にすべきであるという議論に

ついては，いくつかの留保すべき点がある 。

　第１は，輸出成長率を高めるにはどうしたらよいかということである。彼ら

は， 途上国が自力で輸出成長率を高めることはできず，結局先進国の経済成長

率に依存せざるをえないと ，Ｗｏｒ１ｄ　Ｄｅｖｅｌｏｐｍｅｎｔ　Ｒｅｐｏｒｔを引用したがら結

論づけている。この結論は，Ａ．Ｐ．Ｃａｒｔｅｒ　ａｎｄ　Ｐ．Ａ．Ｐｅｔｒｉ〔４〕も述べている

ように，先進国と途上国の貿易構造の変化は短期的には望めないという現実を

反映したものではあるが，先進国がかかえている制約条件を考えた場合，果た

してそのようた高い経済成長を実現できる政策メニューを先進国が実行できる

かどうかはきわめて疑間であるといわざるをえない 。

　第２に，仮に輸出成長率を高めることができたとして，それが果して累積債

務問題の本質的解決になるのであろうか。途上国の一部には，輸出促進政策に

よっ てかえ って輸入がふえ，累積債務間題を深刻化させたという現実がある 。

輸出増加は需要の増加であり ，そのことが投資をふやす契機にたり ，長期的に

は生産能力が拡大し供給もふえるであろう 。しかし，中短期的には生産能力は

増大せず，超過需要に対する輸入圧力が働いて輸入はふえると考えられる。彼

らのモデルでは，このようなメカニ ズムは考慮されておらず，今後の検討課題

である 。

　（３）　Ｃ．Ａ．Ｂｏｌ１ｉｎｏ　ａｎｄ　Ｌ．Ｒ．Ｋ１ｅｉ皿〔３〕

　Ｃ　Ａ　Ｂｏ１１１ｎｏ　ａｎｄ　Ｌ　Ｒ　Ｋ１ｅｍ〔３〕は，途上国を視野にいれた世界経済活

性化の問題をとりあげている。彼らはまず，Ｐｒｏ１ｅｃｔ－Ｌｍｋモテノレの！ミュレ

ーショソ分析によっ て， 現状の先進国経済状態では途上国の経済を好転させる

ことはできないという見通しを示す。その上にたって世界経済を活性化させる

いくつかの経済政策を提起し，そのラソキソグ付げを行おうというものである 。

　彼らが提起した政策シナリオは，図１のように示すことができる 。

　シナリオ１は，合衆国 ・英国 ・カナダの金利引下げ，目本 ・西独 ・英国の財

政支出拡大という需要管理政策と投資促進的産業政策から成る 。

　　　　　　　　　　　　　　　　（４０６）
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　　　　　　　　　図１

８９

　　　　Ｓ
　ｃ３仰ｏｒ‘ｏ　３＝

Ｓｃｅｎａｒｉｏ２＋ＣＦＦ　Ｆｉｎａｎｃｅｄ 　ｗｉｔｈ

Ｇｏｖｅｒｎｍｅｎｔ　Ｅ ｘｐｅｎｄｉｔｕｒｅ　Ｒ ｅｄｕｃｔｉｏｎ

　　　Ｓ ｃ８７２０ヅｊｏ４ ：
Ｓｃｅｎａｒｉｏ２＋ＯＤＡ 　Ｔ ａｒｇｅｔ

　　　　Ｓ　ｃ２刎ｏヅ三〇
２：

Ｓｃｅｎａｒｉｏユ十Ｔ ａｒｉｆｆＲ ｅｄｕｃｔｉｏｎ

　　　　　　Ｓ
ｃｅ７－ｏガ三〇　５

二

Ｓｃｅｎａｒｉｏ１＋Ｐ ｒｉｍａｒｙ　 Ｃｏｍｍｏｄｉｔｙ　 Ｐｒｉｃｅ

　　　Ｓｕｐｐｏｒｔ＋０ＤＡ 　Ｔａｒｇｅｔ

　　Ｓ
ｃ８〃ｏｒｉｏ　１ ：

Ｄｅｍａｎｄ　Ｍａｎａｇｅｍｅｎｔ　ａｎｄ

　Ｉｎｄｕｓｔｒｉａ１Ｐ ｏｌｉｃｙ

　シナリオ２は，シナリオ１に関税引下げ率（約５劣）を加えたものである 。

　シナリオ３は，シナリオ２プラスＣ　Ｆ　Ｆのための補助金を先進国が政府支出

削減によっ て実行する。シナリオ４は，シナリオ２プラス先進国の軍事支出削

減分をＯ　ＤＡにまわすものである 。

　シナリオ５は，シナリオ１にＯＤＡ＋ＰＣＰＳを先進国政府支出（軍事支出）削

減によっ て行うものである 。

　これらのシナリオにもとづく実証分析の結果は，表５～表９で示される 。

　これらの分析から次のような結論がえられる 。

　¢　シナリオ１では，先進国と途上国のＧＤ　Ｐの増大比が３：１となり ，先

進国のイソフレーショソと貿易収支は悪化する 。

　◎　シナリオ２では，先進国と途上国のＧＤ　Ｐの増大比は２：１に縮まる 。

このことは，シナリオ１に比して，先進国のより少たいＧ
　Ｄ　Ｐで途上国のＧ 　Ｄ

Ｐを引き上げることができることを示している 。

　　　シナリオ３ ，シナリオ４ ，シナリオ５では，シナリオ４が一番成果が大

きいことがわかる。シナリオ４では，Ｇ　Ｄ　Ｐの増大比も先進国 ：途上国 ＝１：１

　　　　　　　　　　　　　　　　　（４０７）
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　　　　　　　　　表５

Ｓｕｍｍａｒｙ　ｏｆ　Ｗｏｒ１ｄ　Ｅｃｏｎｏｍ１ｃ　Ａｃｔ１ｖ１ｔｙ－Ｐｒｏ〕ｅｃｔ　ＬＩＮＫ　Ｓｃｅｎａｎｏ１Ｍｏｎｅｔａｒｙ－Ｆ１ｓｃａ１－Ｉｎ
－

　ｖｅｓｔｍｅｎｔ　Ｔａｘ　Ｃｒｅｄ １ｔ

ＧＤＰ　Ｐｅｒｃｅｎｔ　ｄｅｖ１ａｔ１ｏｎｓ　（Ｓｃｅｎａｎｏ－Ｂａｓｅ１１ｎｅ）／Ｂｅｓｅ１ｍｅ

Ｐｒｉｖ　Ｃｏｎｓ　Ｄｅ且ａｔｏｒ：Ｄｉ丘ｅｒｅｎｃｅｓ　ｉｎ　ｇｒｏｗｔｈ　ｒａｔｅｓ　ｆｒｏｍ　ｂａｓｅｌｉｎｅ

Ｔｒａｄｅ　Ｂａ１ａｎｃｅ　Ａｂｓｏ１ｕｔｅ　ｄ１ｆｆｅｒｅｎｃｅｓ　ｆｒｏｍ　ｂａｓｅ１ｍｅ　ｍ　ｂ１１１１ｏｎｓ　ｏｆ　ＵＳ＄

Ｕｎｅｍｐ１ｏｙｍｅｎｔ：Ｒａｔｅ　ｄｅｖｉａｔｉｏｎ　ｆｒｏｍ　ｂａｓｅ１ｉｎｅ

ＣＴＲＹ　ＡＧＧＲ

ＯＥＣＤ

ＬＤＣ　ＡＬＬ

ＬＤＣ　ＮＯＩＬ

ＬＤＣ　ＯＩＬ

ＰＬＡＮ　ＥＣＯ

ＷＯＲＬＤ

Ｖａｒｉａｂ１ｅ

ＧＤＰ　ｐｅｒｃｅｎｔ　ｄｅｖ

ＰＣＤＥＦ　ａｂｓｏ１ｄｉ丘

ＴＢＡＬ　ａｂｓｏ１ｄｉｆｆ

Ｕｎｅｍｐ１ｒａｔｅ　ｄｉ任

ＧＤＰ　ｐｅｒｃｅｎｔ　ｄｅｖ

ＰＣＤＥＦ　ａｂｓｏ１ｄｉ甜

ＴＢＡＬ　ａｂｓｏ１ｄｉ丘

Ｕｎｅｍｐ１ｒａｔｅ　ｄｉ丘

ＧＤＰ　ｐｅｒｃｅｎｔ　ｄｅｖ

ＰＣＤＥＦ　ａｂｓｏｌ　ｄ１丘

ＴＢＡＬ　ａｂｓｏ１ｄｉ丘

Ｕｎｅｍｐ１ｒａｔｅ　ｄｉ任

ＧＤＰ　ｐｅｒｃｅｎｔ　ｄｅｖ

ＰＣＤＥＦ　ａｂｓｏ１ｄ１丘

ＴＢＡＬ　ａｂｓｏ１ｄｉ丘

Ｕｎｅｍｐｌ　ｒａｔｅ　ｄｉ任

ＧＤＰ　ｐｅｒｃｅｎｔ　ｄｅｖ

ＰＣＤＥＦ　ａｂｓｏ１ｄｉ伍

ＴＢＡＬ　ａｂｓｏｌ　ｄ１丘

Ｕｎｅｍｐ１ｒａｔｅ　ｄｉ任

ＧＤＰ　ｐｅｒｃｅｎｔ　ｄｅｖ

１９８４

　０，６９８

－０．４２２

　３，４４９

－Ｏ．２２８

　０．３９０

一５．３９４

Ｏ． ４２３

一５．９９８

０． １１７

Ｏ． ６０４

０． ０１５

１． ３５６

０． ４９８

１９８５

　１ ，８９８

－０．６６６

　０，８３９

－Ｏ．５０５

　０．６１２

一４．５６９

Ｏ． ６５６

一７．１８８

０． ２３３

２． ６１９

０． ０５６

２． ２７６

１． ３０８

１９８６

　３，００３

－０，１４３

－２，１１０

－０．９４０

　０．８５６

一２．７２６

０． ９１５

一８．５０９

０． ３４９

５． ７８３

Ｏ． １１０

２． ６６１

２． ０６１

１９８７

　３．８１６

　０，２６８

－５，０８１

－１ ．３６７

　１ ．１６０

一０．７７６

１． ２４１

一１０．０９３

０． ４６５

９． ３１６

０． １６５

３． １８２

２． ６１８

１９８８

　３．４３５

　０，６５４

－７，２５０

－１ ．３６９

　１ ．４３９

０． ３３９

１． ５４０

一１１．５４６

０． ５８０

１１ ．８８５

０． ２１７

３． ３３７

２． ４１４

になり ，政策効果が公平である 。

　　以上の分析によっ て，（ｉ）世界経済活性化のための効果が大きい，（ｉｉ）その効果

が先進国 ・途上副こ公平である，（ｍ）政策内容としても複雑ではない，という理

由でシナリオ４がもっともベターであると結論づげている 。

　　彼らの分析では途上国の経済開発促進を中心に世界経済活性化を行おうとい

う場合，（ｉ）そのための経済政策メニューの経済的効果が大きいというだげでは

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（４０８）
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　　　　　　　　　　　　　　　　表６

９１

Ｓｕｍｍａｒｙ　ｏｆ　Ｗｏｒ１ｄ　Ｅｃｏｎｏｍｉｃ　Ａｃｔｉｖｉｔｙ－Ｐｒｏｊｅｃｔ　ＬＩＮＫ　Ｓｃｅｎａｒｉｏ２Ｍｏｎｅｎｔ－Ｆｉｓｃ－Ｉｎｃ　Ｔａｘ

　Ｃｒｅｄｉｔ＿Ｔａｒｉｆｆ

ＧＤＰ　Ｐｅｒｃｅｎｔ　ｄｅｖｉａｔｉｏｎｓ： （Ｓｅｎａｒｉｏ－Ｂａｓｅ１ｉｎｅ）／Ｂａｓｅ１ｉｎｅ

Ｐｒｉｖ　Ｃｏｎｓ　ＤｅＨａｔｏｒ：Ｄｉｆｆｅｒｅｎｃｅｓ　ｉｎ　ｇｒｏｗｔｈ　ｒａｔｅｓ　ｆｒｏｍ　ｂａｓｅ１ｉｎｅ

Ｔｒａｄｅ　Ｂａ１ａｎｃｅ　Ａｂｓｏ１ｕｔｅ　ｄ１丘ｅｒｅｎｃｅｓ　ｆｒｏｍ　ｂａｓｅ１１ｎｅ１ｎ　ｂ１１１１０ｎｓ　ｏｆ　ＵＳ＄

Ｕｎｅｍｐ１ｏｙｍｅｎｔ：Ｒａｔｅ　ｄｅｖｉａｔｉｏｎ　ｆｒｏｍ　ｂａｓｅｌｉｎｅ

・・・・・…１

ＯＥＣＤ

ＬＤＣ　ＡＬＬ

ＬＤＣ　ＮＯＩＬ

ＬＤＣ　ＯＩＬ

ＰＬＡＮ　ＥＣＯ

ＷＯＲＬＤ

Ｖａｒｉａｂ１ｅ

ＧＤＰ　ｐｅｒｃｅｎｔ　ｄｅｖ

ＰＣＤＥＦ　ａｂｓｏ１ｄ１任

ＴＢＡＬ　ａｂｓｏ１ｄｉｆｆ

Ｕｎｅｍｐ１ｒａｔｅ　ｄｉｆｆ

ＧＤＰ　ｐｅｒｃｅｎｔ　ｄｅｖ

ＰＣＤＥＦ　ａｂｓｏ１ｄｉｆｆ

ＴＢＡＬ　ａｂｓｏｌ　ｄｉ任

Ｕｎｅｍｐ１ｒａｔｅ　ｄ雌

ＧＤＰ　ｐｅｒｃｅｎｔ　ｄｅｖ

ＰＣＤＥＦ　ａｂｓｏ１ｄ１任

ＴＢＡＬ　ａｂｓｏ１ｄｉ任

Ｕｎｅｍｐ１ｒａｔｅ　ｄｉｆｆ

ＧＤＰ　ｐｅｒｃｅｎｔ　ｄｅｖ

ＰＣＤＥＦ　ａｂｓｏ１ｄｉ任

ＴＢＡＬ　ａｂｓｏ１ｄ
１ｆｆ

Ｕｎｅｍｐ１ｒａｔｅ　ｄｉｆｆ

ＧＤＰ　ｐｅｒｃｅｎｔ　ｄｅｖ

ＰＣＤＥＦ　ａｂｓｏ１ｄ
１ｆｆ

ＴＢＡＬ　ａｂｓｏｌ　ｄｉ任

Ｕｎｅｍｐ１ｒａｔｅ　ｄｉｆｆ

ＧＤＰ　ｐｅｒｃｅｎｔ　ｄｅｖ

１９８４

　１ ，０２１

－Ｏ．８０３

　２，１２３

－０．２９６

　０．５７５

一５．８２０

０． ６１６

一６ ．６３９

Ｏ． ２２４

Ｏ． ８１９

Ｏ． ０３４

２． ８５０

０． ７３１

１９８５

　２，４９６

－０，８１６

－２，６１３

－０．６６７

　１ ．０００

一５．１５７

１． ０５１

一８．５０９

Ｏ． ５６３

３． ３５２

０． １１１

５． ００４

１． ７５０

１９８０

　３ ，７０４

－０，１１６

－６ ，０８１

－１ ．１５０

　１ ．３８６

一３．４７２

１． ４２８

一１０．１２１

１． ０２０

６． ６５０

０． ２０９

５． ６９４

２． ５９６

１９８７

　４．４９８

　０，２８０

－８，３４０

－１ ．５６９

　１ ．８２７

一２．４１４

１． ８５７

一１１ ．８８６

１． ５６４

９． ４７２

Ｏ． ３０１

６． ０６７

３． １６５

１９８８

　４．５０１

　０，３２６

－８，５８３

－１ ．６６２

　２．３４５

一３．２０３

２． ３６５

一１４．１１２

２． １７６

１０ ，９０９

０． ４０４

６． ８８９

３． ２４５

なく ，南北問題解決という視点からは，経済的効果の公平た政策選択が必要で

あること　（ｉｉ）経済政策
メニューはできるだけ簡潔たものがのぞましいこと　を

示した点が特に重要であると思われる 。

　　ただし，彼らのシミュレーショソの結果では結局Ｏ　ＤＡの重要性を認めなが

らも先進国の需要管理政策の有効性に主要な力点がおかれている。先進国の制

約要因を考えた場合，このような需要管理政策が可能かとうかという点につい

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（４０９）
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　　　　　表７

Ｓｕｍｍａｒｙ　ｏｆ　Ｗｏｒｌｄ　Ｅｃｏｎｏｍｉｃ　Ａｃｔｉｖｉｔｙ－Ｐｒｏｊｅｃｔ　ＬＩＮＫ　Ｓｃｅｎａｒｉｏ３：Ｍｏｎｅｔ－Ｆｉｓｃ－Ｉｎｖ　Ｔａｘ

Ｃｒｅｄ＿Ｔａｒｉ丘＿Ｃ．Ｆ．Ｆ

ＧＤＰ　Ｐｅｒｃｅｎｔ　ｄｅｖｉａｔｉｏｎｓ： （Ｓｃｅｎａｒｉｏ－Ｂａｓｅ１ｉｎｅ）／Ｂａｓｅ１ｉｎｅ

Ｐｒｉｖ　Ｃｏｎｓ　Ｄｅｉａｔｏｒ：Ｄ雌ｅｒｅｎｃｅｓ　ｉｎ　ｇｒｏｗｔｈ　ｒａｔｅｓ　ｆｒｏｍ　ｂａｓｅ１ｉｎｅ

Ｔｒａｄｅ　Ｂａ１ａｎｃｅ：Ａｂｓｏ１ｕｔｅ　ｄｉ丘ｅｒｅｎｃｅｓ　ｆｒｏｍ　ｂａｓｅ１ｉｎｅ　ｉｎ　ｂｉｌ１ｉｏｎｓ　ｏｆ　ＵＳ＄

Ｕｎｅｍｐ１ｏｙｍｅｎｔ：Ｒａｔｅ　ｄｅｖｉａｔｉｏｎ　ｆｒｏｍ　ｂａｓｅ１ｉｎｅ

ＣＴＲＹ　ＡＧＧＲ Ｖａｒｉａｂ１ｅ １９８４ １９８５ １９８６ １９８７ １９８８

ＯＥＣＤ ＧＤＰ　ｐｅｒｃｅｎｔ　ｄｅｖ １． ０５３ ２． ５２１ ３． ６９９ ４． ４６９ ４． ４６５

ＰＣＤＥＦ　ａｂｓｏ１ｄｉ丘 一０．７６０ 一０．７７６ 一０．１０３ ０． ２７６ ０． ３０５

ＴＢＡＬ　ａｂｓｏ１ｄｉ伍 １１ ．１６２ ７． ５４４ ４． ４０５ １． １３９ Ｏ． ２３１

Ｕｎｅｍｐ１ｒａｔｅ　ｄｉ任 一０．２７７ 一０．６６３ 一１ ．１４４ 一１ ．５５５ 一１ ．６４５

ＬＤＣ　ＡＬＬ ＧＤＰ　ｐｅｒｃｅｎｔ　ｄｅｖ １． １０１ １． ６４６ ２． １０２ ２． ５５３ ３． ０９８

ＰＣＤＥＦ　ａｂｓｏ１ｄｉ丘

ＴＢＡＬ　ａｂｓｏ１ｄｉ任 一１６．２１７ 一１６ ．６４８ 一１５．０７ 一１２．６６２ 一１２．７５１

Ｕｎｅｍｐ１ｒａｔｅ　ｄｉ丘

ＬＤＣ　ＮＯＩＬ ＧＤＰ　ｐｅｒｃｅｎｔ　ｄｅｖ １． ２０５ １． ７７２ ２２．２２７ ２． ６６８ ３． ２０７

ＰＣＤＥＦ　ａｂｓｏ１ｄｉ任

ＴＢＡＬ　ａｂｓｏ１ｄｉ丘 一１７．０２６ 一２０．０６６ 一２１ ．８０３ 一２２．２２３ 一２３．７５９

Ｕｎｅｍｐ１ｒａｔｅ　ｄｉ任

ＬＤＣ　ＯＩＬ ＧＤＰ　ｐｅｒｃｅｎｔ　ｄｅｖ ０． ２２４ ０． ５６３ １． ０２０ １． ５６４ ２． １７６

ＰＣＤＥＦ　ａｂｓｏｌ　ｄｉ任

ＴＢＡＬ　ａｂｓｏ１ｄｉ任 ０． ８０９ ３． ４１８ ６． ７３１ ９． ５６２ １１ ，００７

Ｕｎｅｍｐｌ　ｒａｔｅ　ｄｉ伍

ＰＬＡＮ　ＥＣＯ ＧＤＰ　ｐｅｒｃｅｎｔ　ｄｅｖ ０． ０４７ ０． １４６ ０． ２５７ Ｏ． ３５５ Ｏ． ４６６

ＰＣＤＥＦ　ａｂｓｏ１ｄｉ任

ＴＢＡＬ　ａｂｓｏ１ｄｉ肝 ３， ８４０ ５． ９６５ ６． ４５４ ６． ５８３ ７． １６１

Ｕｎｅｍｐ１ｒａｔｅ　ｄｉ術

ＷＯＲＬＤ ＧＤＰ　ｐｅｒｃｅｎｔ　ｄｅｖ ０． ８１３ １， ８４６ ２． ６８４ ３． ２４２ ３． ３２３

てはこの論文では触れられていないので，この点についての評価は留保せざる

をえたい 。

　Ｒ　Ｄｏｕｒｂｕｓｃｈ〔５〕は，先進国の需要管理政策が途上国の経済状態を必らず

しも好転させるものではたいと主張している 。

　彼は，米の財政赤字拡大という需要拡大政策が先進国経済成長率を高め，そ

れによっ てたしかに途上国の輸出が拡大し経済成長を促進したが，一方，高金

　　　　　　　　　　　　　　　　　（４１０）
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９３

Ｓｕｍｍａｒｙ　ｏｆ　Ｗｏｒ１ｄ　Ｅｃｏｎｏｍ１ｃ　Ａｃｔ１ｖ１ｔｙ－Ｐｒｏｊｅｃｔ　ＬＩＮＫ　Ｓｃｅｎａｒ１ｏ４Ｍｏｎｅｔ－Ｆ１ｓｃ－Ｉｎｖ　Ｔａｘ

　Ｃｒｅｄ＿Ｔｔｒｉ任＿Ｄｅｆｅｎｓｅ

ＧＤＰ　Ｐｅｒｃｅｎｔ　ｄｅｖｉａｔｉｏｎｓ： （Ｓｃｅｎａｒｉｏ＿Ｂａｓｅｌｉｎｅ）／Ｂａｓｅ１ｉｎｅ

Ｐｒ１ｖ　Ｃｏｎｓ　Ｄｅｉａｔｏｒ　Ｄ１任ｅｒｅｎｃｅｓ１ｎ　ｇｒｏｗｔｈ　ｒａｔｅｓ　ｆｒｏｍ　ｂａｓｅ１ｍｅ

Ｔｒａｄｅ　Ｂａ１ａｎｃｅ：Ａｂｓｏ１ｕｔｅ　ｄｉｆｆｅｒｅｎｃｅｓ　ｆｒｏｍ　ｂａｓｅ１ｉｎｅ　ｉｎ　ｂｉ１１ｉｏｎｓ　ｏｆ　ＵＳ維

Ｕｎｅｍｐ１ｏｙｍｅｎｔ： Ｒａｔｅ　ｄｅｖｉａｔｉｏｎ　ｆｒｏｍ　ｂａｓｅ１ｉｎｅ

ＣＴＲＹ　ＡＧＧＲ

ＯＥＣＤ

ＬＤＣ　ＡＬＬ

ＬＤＣ　ＮＯＩＬ

ＬＤＣ　ＯＩＬ

ＰＬＡＮ　ＥＣＯ

ＷＯＲＬＲ

Ｖａｒｉａｂ１ｅ

ＧＤＰ　ｐｅｒｃｅｎｔ　ｄｅｖ

ＰＣＤＥＦ　ａｂｓｏ１ｄｉｆｆ

ＴＢＡＬ　ａｂｓｏ１ｄｉｆｆ

Ｕｎｅｍｐ１ｒａｔｅ　ｄｉｆｆ

ＧＤＰ　ｐｅｒｃｅｎｔ　ｄｅｖ

ＰＣＤＥＦ　ａｂｓｏ１ｄｉ妊

ＴＢＡＬ　ａｂｓｏ１ｄ１任

Ｕｎｅｍｐ１ｒａｔｅ　ｄｉｆｆ

ＧＤＰ　ｐｅｒｃｅｎｔ　ｄｅｖ

ＰＣＤＥＦ　ａｂｓｏｌ　ｄ雌

ＴＢＡＬ　ａｂｓｏｌ　ｄ１任

Ｕｎｅｍｐ１ｒａｔｅ　ｄｉ丘

ＧＤＰ　ｐｅｒｃｅｎｔ　ｄｅｖ

ＰＣＤＥＦ　ａｂｓｏ１ｄ１任

ＴＢＡＬ　ａｂｓｏ１ｄ１丘

Ｕｎｅｍｐｌ　ｒａｔｅ　ｄｉ丘

ＧＤＰ　ｐｅｒｃｅｎｔ　ｄｅｖ

ＰＣＤＥＦ　ａｂｓｏ１ｄ１ｆｆ

ＴＢＡＬ　ａｂｓｏ１ｄ１ｆｆ

Ｕｎｅｍｐ１ｒａｔｅ　ｄｉ任

ＧＤＰ　ｐｅｒｃｅｎｔ　ｄｅｖ

１９８４　　　　　　１９８５ １９８６

　１ ．１５１　　　　　２．６１２　　　　　３ ，７５９

－Ｏ．７２４　　　－０，７４３　　　－０．０９０

２５．１６６　　　　２０．７２４　　　　１７，７２６

－０，２８２　　　－０，６７５　　　－１ ．１４５

　１ ．９４５　　　　　２．５４８　　　　　３ ，０６６

－３２，３３６　　－３１ ，５６９　　－２９ ．７９０

　２．１４８　　　　　２．７７９　　　　　３，３０２

－３　 ，１８８　　－３５，２５０　　－３６．８９７

　０．２２４　　　　　０．５６３　　　　　１ ．０２０

　０．８５２　　　　　３ ．６８０　　　　　７．１０７

　０．１０２　　　　　０．２４５　　　　　０．３８９

　１ ．４５７　　　　　７．１１９　　　　　７．２７５

　０．９８３　　　　　２．０２９　　　　　２．８６４

１９８７ １９８８

４． ５３９　　　　　４．５６０

０． ２７３　　　　　０．２９２

１５ ．７４０　　　　１５ ，２１９

－１，５５０　　　－１ ．６４９

３． ６５１　　　　４．２９６

一２８，６６３　　－２９．３１２

３． ８９４　　　　　４．５４５

一３８，７０９　　－４０ ．９７７

１． ５６４　　　　　２．１７６

１０．０４６　　　　１１ ．６６５

０． ５１３　　　　　０．６６２

７． ２４７　　　　　７．７５７

３． ４５０　　　　　３．５６８

利による累積債務問題を深刻化させたという ，いわは途上国の輸出増と高金利

というｔｒａｄｅ　ｏ圧の関係を重視する。先進国の需要管理政策は，（ｉ）交易条件

（ｉｉ）利子率　（脳）所得効果の３つのチャソネ ノレを通じて途上国に影響を与え，その

あらわれ方も，需要管理政策の内容，途上国の貿易構造 ・債務構造によっ て様

様であると議論している。Ｒ．Ｄｏｕｎｂｕｓｃｈの指摘はきわめて重要であると思
　　　７）

われる 。

　　　　　　　　　　　　　　　　　（４１１）
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Ｓｕｍｍａｒｙ　ｏｆ　Ｗｏｒｌｄ　Ｅｃｏｎｏｍ１ｃ　Ａｃｔ１ｖ１ｔｙ－Ｐｒｏ］ｅｃｔ　ＬＩＮＫ　Ｓｃｅｎａｒ１ｏ５Ｍｏｎｅｔ－Ｆ１ｓｃ－Ｉｎｖ　Ｔａｘ

　Ｃｒｅｄ＿Ｐｒ１ｃｅ　Ｓｕｐｐｏｒｔ＿Ｄｅｆｅｎｓｅ

ＧＤＰ　Ｐｅｒｃｅｎｔ　ｄｅｖｉａｔｉｏｎｓ： （Ｓｃｅｎａｒｉｏ－Ｂａｓｅ１ｉｎｅ）／Ｂａｓｅｌｉｎｅ

Ｐｒ１ｖ　Ｃｏｎｓ　Ｄｅ且ａｔｏｒ　Ｄ１丘ｅｒｅｎｃｅｓ　ｍ　ｇｒｏｗｔｈ　ｒａｔｅｓ　ｆｒｏｍ　ｂａｓｅ１ｍｅ

Ｔｒａｄｅ　Ｂａｌａｎｃｅ　Ａｂｓｏ１ｕｔｅ　ｄ１丘ｅｒｅｎｃｅｓ　ｆｒｏｍ　ｂａｓｅ１１ｎｅ　ｍ　ｂ１１１１ｏｎｓ　ｏｆ　ＵＳ＄

Ｕｎｅｍｐ１ｏｙｍｅｎｔ：Ｒａｔｅ　ｄｅｖｉａｔｉｏｎ　ｆｒｏｍ　ｂａｓｅ１ｉｎｅ

ＣＴＲＹ　ＡＧＧＲ

ＯＥＣＤ

ＬＤＣ　ＡＬＬ

ＬＤＣ　ＮＯＩＬ

ＬＤＣ　ＯＩＬ

ＰＬＡＮ　ＥＣＯ

ＷＯＲＬＤ

Ｖａｒｉａｂ１ｅ

ＧＤＰ　ｐｅｒｃｅｎｔ　ｄｅｖ

ＰＣＤＥＦ　ａｂｓｏ１ｄ１任

ＴＢＡＬ　ａｂｓｏ１ｄ１任

Ｕｎｅｍｐ１ｒａｔｅ　ｄ１血

ＧＤＰ　ｐｅｒｃｅｎｔ　ｄｅｖ

ＰＣＤＥＦ　ａｂｓｏ１ｄ１丘

ＴＢＡＬ　ａｂｓｏ１ｄｉ丘

Ｕｎｅｍｐ１ｒａｔｅ　ｄｉ伍

ＧＤＰ　ｐｅｒｃｅｎｔ　ｄｅｖ

ＰＣＤＥＦ　ａｂｓｏ１ｄ１旺

ＴＢＡＬ　ａｂｓｏ１ｄ雌

Ｕｎｅｍｐ１ｒａｔｅ　ｄ１丘

ＧＤＰ　ｐｅｒｃｅｎｔ　ｄｅｖ

ＰＣＤＥＦ２ｂｓｏ１ｄ１任

ＴＢＡＬ　ａｂｓｏ１ｄ１伍

Ｕｎｅｍｐ１ｒａｔｅ　ｄ１丘

ＧＤＰ　ｐｅｒｓｅｎｔ　ｄｅｖ

ＰＣＤＥＦ　ａｂｓｏｌ　ｄ１任

ＴＢＡＬ　ａｂｓｏ１ｄ岨

Ｕｎｅｍｐｌ　ｒａｔｅ　ｄ雌

ＧＤＰ　ｐｅｒｃｅｎｔ　ｄｅｖ

１９８４

　０，９３６

－０．２０８

３０，４５８

－０．２３４

　２．００３

一３６ ．０６１

２． ２２４

一３３．７１１

０． １１７

一２．３５０

０． １２５

４． ２４３

０． ８５５

１９８５

　２，１２２

－０．５０６

２８，６０１

－０．５５４

　２．４０７

一３５．７２９

２． ６６０

一３５．０３９

０． ２３３

一０．６９１

０． ２６８

４． ４７８

１． ７０３

１９８６

　３，０６７

－０．０３６

２７，３１１

－Ｏ．９６０

　２．７９３

一３４．７４５

３． ０７４

一３６．４６６

０． ３４９

１． ７２１

Ｏ． ４１５

４． ２０２

２． ３９３

１９８７

　３．８２５

　０．２９８

２５，６０８

－１ ．３４２

　３．２５６

一３３．６２０

３． ５８１

一３８．１８９

０． ４６５

４． ５６８

０． ５５０

４． ３４５

２． ９５６

１９８８

　３．４７２

　０．６２６

２４，７０６

－１ ．３３７

　３．６８３

一３３．５０７

４． ０４８

一３９ ．８２９

０． ５８０

６． ３２１

０． ６７７

４． ２２４

２． ８０７

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　８）

（４）　ＦＵＧＩモデル

　　ＦＵＧ　Ｉモデルは世界の多くの国を網羅した１万本以上の方程からたる超大

型の計量マクロモテルであり ，世界経済の詳細た予測や多様た ノミュ レーン ヨ

ソ分析が可能なモデ ノレ構造をもっ ている。きわめて複雑なモデ ノレ構造であり ，

多数国問の経済的諸関係を全て把握することは不可能である。ここでは途上国

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（４１２）



　　　　　　　　発展途上国の経済成長と世界計里マクロモデノレ（本田）　　　　　　　９５

モデ ノレを中心にその特徴をのべたい 。

　¢　先進国から途上国へのトラソスファーが輸入能力を通じて経済活動に影

響を与えるメカニ ズムが考えられている。即ち

　　途上国の輸入能力＝輸出額一輸入額十資本流入一債務利払

　　資本流入；Ｏ　ＤＡ＋直接投資

と示され，この輸入能力が非住宅投資に影響を与えるメカニ ズムにな っている 。

　◎　この輸入能力は，途上国の輸入関数に影響を与え，これを通じて先進国

とリソクしている 。

　　　途上国は基本的に供給先決型モデルである。したがって財市場の均衡を

維持するために需給の残差として在庫が決まるが，この在庫の変化が経済に与

える影響は遮断されている 。

　＠　このモデノレでは，ドーソブ ッシ ュがいった金利 ・価格 ・世界需要をチャ

ソネ ノレ とした先進国から途上国への経済的波及メカニ ズムが考慮されている 。

例えぱ米の財政赤字が途上国に与える影響のシミュレーショソの結果について ，

次のように記述されている 。

　「以上のように，このケースでは，米国におげる需要増大が世界貿易を拡大するメ

リットはあるものの，米国自身に貿易を含め構造的不均衡が拡大すること，金利が上

昇すること，の２つが問題である 。

　途上国から見れぱ，世界貿易拡大が各国の輸出増をもたらす効果はあるが，金利支

払いが増大するテメリソトが存在する。こうした効果の度合いは，剛こよって異な
り， 輸出増が金利増大分を吸収して債務が減少する国，逆に金利増が大きく債務増加

が加速される国，さらに輸出増がそれを上回る輸入増をもたらしてしまう国たどに分

かれるが，基本的には金利上昇につながるという点が債務間題にとっ て好ましくない

と言えよう」（〔１２〕Ｐ ・１１９）。

　しかし，モデ ノレが複雑であるがゆえに，３つのチャソネルがどのようにリソ

クされているかについてはあいまいさが残り ，今後の研究課題といえるであろ

う。

　Ｕ．Ｔ．Ｗａｉ　ａｎｄ　 Ｃ． Ｗｏｎｇ〔２４〕は，途上国の民間投資は公的資本形成，銀

行金融，直接投資で説明できることを実証分析した。この特定化の背景には ，

　　　　　　　　　　　　　　　　　（４１３）
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途上国の民問投資は経済の発展段階から考えると杜会資本の充実がたされなげ

れぱなかたか進まないという間題意識がある。この指摘は重要であると思われ

る。 したがって，０こ関してはＯ　ＤＡが直接的に政府固定資本彩成に影響を与

え， 政府固定資本彩成が直接投資とともに民問投資に影響を与えるというメカ
　　　　　　　　　　　　　　　　　９）
ニズムを考えてみる必要があるであろう 。

　◎，馴こ関して，財市場の均衡を維持するひとつの方策として，残差で輸入

が決まるメカニ ズムがある 。

　そもそも途上国モテルをつくる場合に供給型モテルを採用するのは，需要

は潜在的に十分存在するにもかかわらず，生産能加こ制約があるため有効需要

として顕在化せず，生産能力に規定されて経済成長が決まるという経済現象を

理論的根拠としたものである。一方，途上国のイソフレ間題を考えた場合，途

上国の有効需要は相当顕在化するが供給能力がそれに追いつかたいためにイソ

フレは現実化してしまうと考えられる。しかし，有効需要の顕在化に対し政府

は単にイソフレによる調整だげではなく ，自国の生産に外国から輸入をふやし

て供給を高め有効需要の増大に対応しようとするであろう 。すなわち途上国政

府は，超過需要に対して，イソフレと輸入増大という２つの調整手段を，内外

の経済的諸制約を考慮しながら，行使すると考えられる。特に重要たことは ，

途上国の民生安定及び経済開発促進のためには，一定の消費 ・投資水準を緯持

することはきわめて重要な政策目標であろうから，輸入増大が必然的に生じる

可能性がきわめて高いということである 。

　このように，輸入を財市場の均衡を達成するため残差として求めることには

一定の合理性があると考えることができるのである 。

３． サーベイの論点整理とこれからの課題

　途上国の経済開発を推進しながら世界経済の安定と活性化を実現するという

視点から諸文献をサーベイし，その積極的側面と問題点を議論してきた。以下

　　　　　　　　　　　　　　　　（４１４）
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ではこれまでの議論を整理し，残された課題を明らかにしたい 。

　（１）主な論点

　¢　途上国の経済開発と世界経済活性化を両立させるという視点が重要であ

る。

　◎　◎の視点に基づく経済政策は，大別して先進国から途上国へのトラソス

ファニ政策と先進国の需要管理政策がある 。

　　　¢の視点から◎の経済政策の有効性を比較検討することが一つの論争点

にな っている 。

　＠　４つの論文の実証分析の結果ては，先進国の需要管理政策の有効性は一

致している 。

　　　トラソスファーについては結論が別れ，トラソスファー は， （ｉ）途上国の

経済開発には有効であるが，先進国にはデフレ要因とたり世界経済活性化に有

効でない，（ｉｉ）途上国経済開発と世界経済活性化の両方に有効である　という２

つの主張がある。また，トラソスファーの資金調達方法が違えば，その経済的

イソバクトも違う 。

　＠　途上国の国際収支制約条件を考慮した場合，経済開発の目標設定を経済

成長率におくことには間題がある 。

　¢　先進国と途上国の経済諸制度の全面的修正を必要とする複雑な経済政策

メニューを考えることは，修正合意に長時問を必要とし，その経済的効果も明

確に予想することができないという問題がある。経済政策は簡潔でその効果が

大きく ，ある程度計量可能であることが必要である 。

　＠　０こ基づく経済政策の効果は，南北間題の格差是正という視点から考え

ると，先進国 ・途上国両国に公平でなげれはならたい 。

　（２）これからの課題

　以上の論点の中で，（ｉ）基本的視点（¢）と分析課題（　），（ｉｉ）主な経済政策

（　）及びその経済的効果を考える場合の留意点（¢，＠），（血）途上国の国際収支

制約と経済開発目標の関連（＠）については，この分野の研究到達として重要

である。しかし，＠，（蔓）に関しては，課題が残されていると思われる 。

　　　　　　　　　　　　　　　　（４１５）
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　トラソスファー政策に関しては，まずその経済的波及メカニ ズムを明確にす

ることは依然重要な課題であるが，さらに注目すべき点は，トラソスファーの

有償と無償を区分する間題である。前述したように，現段階におげる途上国の

経済開発の困難性は，累積債務間題という制約要因を緩和したがら経済成長を

高めねばならないという点にある。無償のトラソスファーは，この困難性を打

開するうえでは，きわめて有効な経済政策である。このようた視点からトラソ

スファー政策の見直し，換言すれぱ，前述＠の論点からの再検討が必要である

と思われる 。

　また，無償のトラソスファーとい っても，公的 レベルのものと民問 レベノレの

ものがある。民問 レベノレの代表的なものは直接投資であるが，この直接投資の

増大は途上国の経済開発に果して有効たのであろうか。この点に関する研究も

今後の課題である 。

　先進国の需要管理政策については次の２点が重要である 。（ｉ）米の累積債務と

いう対外不均衡が存在する中で，ドーソブ ッシ ュの視点から需要管理政策の効

果を再検討すること。（ｉｉ）先進国の需要管理政策が途上国の経済開発に有効であ

ると主張する前提には，先進国の需要管理政策が途上国の輸出成長率を決める

ということがある。しかし，途上国の輸出増大は同時にその輸入増大をもたら

す可能性があり ，累積債務問題を解消しないかもしれない。この点の分析が重

要である 。

〔４〕おわりに

　最後にこれまでの議論をふまえて，現実に小型の世界モデルを構築する場合

の考慮すべき技術的課題を列挙しておこう 。

　まず，地域分類に関して小型の世界モデ ノレを構築する場合，当然各国のいく

つかの地域にアグリゲードしなげれぱならたい。その際，世界の各地域がもつ

諸制約を考慮した場合，少なくとも，アメリヵ，その他先進国，ＮＩＣｓ，非産

　　　　　　　　　　　　　　　　（４１６）
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油非ＮＩＣｓ 途上国に区分する必要がある 。

　また，明示的に導入すべき制約要因として，アメリヵの財政赤字と貿場赤字 ，

その他先進国の財政赤字，ＮＩＣｓの国際収支制約，非ＮＩＣｓ 非産油途上国の

国際収支制約と供給制約を考慮する必要がある 。

　最後に，トラソスファーの内容の区分として，有償と無償，民問 レベノレ と公

的レベルの区分が重要であり ，特に後者のｉｍｐａｃｔを考える場合には，ＧＮＰ

とＧＤＰの違いをモデルに導入することがひとつの有用な方法といえるであろ
１０）

う。

１）世界経済モデルの現状について整理を行った文献として貞広〔１９〕がある 。

２）Ｐ．Ａｒｔｕｓ　ａｎｄ　Ｏ．Ｇｕｖｅｎｅｎ〔１〕の第２部では，小型世界モデル構築のメリッ

　トとして，経済政策の波及メカニ ズムを明確にできるという以外に，多数国間の

　財 ・サービス，及び金融の取引関係を単純化できるという点を指摘している。し

　かし同時にデータ不足によるデータのアグリゲートの困難さという欠点があると

　も述べている 。

３）その代表的な文献かＪ　Ｓａｃｈｓ　ａｎｄ　Ｗ　ＭｃＫ１ｂｂｍ〔２０〕である。この文献を

　基本に，目本モデ ノレを明示的に導入したものが，Ｎ　Ｉｓｈ １１，Ｗ　Ｍｃｋ１ｂｂｍ　ａｎｄ

　Ｊ　Ｓａｃｈｓ〔９〕がある。さらに，目本 モテノレを貿易財セクターと非貿易財セクタ

　ーの２部門に一分割し，両都門問の生産要素の移動速度が経済に与える影響を分析

　したものとして，国際経済長期展望研究会〔１０〕がある。竹中 ・千田他〔２３〕は ，

　日本モデルとアジァＮＩＣｓモデルを明示的に導入している 。

４）　ここでとりあげた文献以外に，Ｓ．Ｇｕｐｔａ，Ａ．Ｓｃｈｗａｒｔｚ　ａｎｄ　Ｒ．Ｐａｄｖａ１〔７〕 ，

　Ｊ．Ｍｅｒｃｅｎｉｅｒ　ａｎｄ　Ｊ．Ｗａｅ１ｂｒｏｅｃｋ〔１５〕がある。前者は世界銀行が発行してい

　るＷｏｒ１ｄ　Ｄｅｖｅ１ｏｐｍｅｎｔ　Ｒｅｐｏｒｔで使われているＧ１ｏｂａ１Ｍｏｄｅ１の基本的構造を

　解説している。このモデルの基本的特徴は，規範型モデ ノレ ということである。後

　者は，通常のケイソズ型モデルの問題点を指摘し，一般均衡型の世界モデルを構

　築している 。

５）具体的には，Ｗ．レオソティエフ，Ａ ．Ｐ ．カーター Ｐ． ペトリ〔１３〕参照 。

６）途上国の累積債務間題をとりあげた文献は沢山あるが，個別の国について，累

　積債務問題が経済開発に与える影響を分析した文献として ，Ｖ　Ｎ　Ｂａｎｄｅｒａ　ａｎｄ

　Ｊ　Ａ　Ｌｕｃｈｅｎ〔２〕参照
。

７）　 このような視点からの分析については，Ｓ．Ｍａｒｒｉｓ〔１４〕の４章参照 。

８）ＦＵＧＩモデルの構造については，国際金融情報セソター〔１２〕を参照。ＦＵＧＩ

　モテルを利用した南北問題に関するソミュレー：■ヨソ 分析が，Ａ　Ｏｎ１ｓｈ１〔１７ ，

　　　　　　　　　　　　　　　　（４１７）
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　　１８〕で行われている。ＦＵＧＩモデル以外の大型世界マクロモデルとして筑波ＦＡ

　　ＩＳモデルがある。このモデルを利用して，途上国の経済開発と世界経済活性化

　　の間題を論じた分析した文献がＳ　Ｓｈ１ｓｈ１ｄｏ 他〔２１〕及び宍戸〔２２〕である 。

　９）ＯＤＡが途上国経済に与える影響についてのメカニ ズムを分析した文献として

　　経済企画庁〔１１〕がある 。

　１０）　このような視点からの分析については本田〔８〕参照 。
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